
日
本
共
産
党
、東
京
都
独
自
支
援
迫
る
　
大
本
に
は
国
の
報
酬
抑
制
策「
自
治
体
の
役
割
果
た
せ
」

赤
字
人
手
不
足
休
業
多
発

医
師
会
提
起
受
け「
入
院
基
本
料
」創
設
訴
え

総
額
３
２
１
億
円
の
臨
時
措
置
が
実
現「
継
続・充
実
を
」

医療

介護
訪
問
事
業
所
の
直
接
支
援
に
小
池
都
政
は
背

職
員
賃
上
げ
に
補
助　
都
民
運
動
と
力
合
わ
せ
実
現

東
京
の
医
療
と
介
護 

危
機

　
い
ま
、
東
京
都
の
医
療
と
介
護
が
危
機
で
す
。
民
間
病
院
の
過
半
数
が
赤
字
に
陥
り
、
医
療
機
関
の

閉
院
が
相
次
い
で
い
ま
す
。
重
症
患
者
を
24
時
間
体
制
で
受
け
入
れ
る
２
次
救
急
医
療
機
関
も
、
診
療

休
止
に
な
る
例
も
生
ま
れ
て
い
ま
す
。
危
機
の
大
本
に
は
、
診
療
報
酬
・
介
護
報
酬
を
抑
え
て
き
た
国

の
責
任
が
あ
り
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
国
政
で
は
自
公
政
権
の
医
療
・
福
祉
切
り
捨
て
に
反
対
す
る

と
と
も
に
、
都
に
対
し
て
は
「
住
民
の
福
祉
の
増
進
」（
地
方
自
治
法
）
と
い
う
自
治
体
と
し
て
の
役
割

を
果
た
し
、
支
援
す
る
よ
う
求
め
続
け
て
い
ま
す
。
13
日
に
告
示
さ
れ
る
都
議
選
で
は
、
国
の
悪
政
か

ら
都
民
を
守
る
防
波
堤
と
な
る
都
政
を
つ
く
る
か
ど
う
か
が
問
わ
れ
ま
す
。

　

２
０
２
４
年
９
月
10
日
。
東
京
都

医
師
会
の
尾
﨑
治
夫
会
長
は
、
記
者

会
見
で
「
東
京
の
医
療
、
病
院
が
危
機

に
お
ち
い
っ
て
い
る
」と
医
療
現
場
の

窮
状
を
訴
え
ま
し
た
。説
明
に
あ
た
っ

た
土
谷
明
男
副
会
長
は
、
21
年
度
か

ら
赤
字
の
病
院
が
増
加
し
、23
年
上
半

期
（
４
月
〜
９
月
）は
49
・
２
％
、一
般

病
院
だ
け
で
は
51
・
６
％
に
も
の
ぼ
る

と
い
う
、
東
京
都
病
院
協
会
の
調
査

を
提
示
（
グ
ラ
フ
参
照
）。

　

病
院
が
医
療
を
行
う
た
め
の
費
用
は

増
え
て
い
る
も
の
の
、
診
療
報
酬
が
そ

れ
に
見
合
っ
た
額
よ
り
低
く
抑
え
ら
れ

て
い
る
と
も
発
言
し
ま
し
た
。「
こ
の
ま

ま
で
い
け
ば
、
つ
ぶ
れ
る
病
院
が
非
常

に
多
く
出
て
く
る
」
と
危
機
感
を

示
し
、
入
院
患
者
を
受
け
入
れ
た

医
療
機
関
に
対
し
て
財
政
支
援
す
る

都
独
自
の
「
入
院
基
本
料
」
の
創
設

を
訴
え
た
の
で
す
。

　

大
坪
由
里
子
理
事
は
、赤
字
病
院
が

増
え
て
い
る
原
因
に
つ
い
て
、コ
ロ
ナ
禍

に
よ
る
経
営
環
境
悪
化
や
建
築
費
・

物
価
の
高
騰
、
人
手
確
保
の
費
用
増

に
あ
る
と
言
及
。24
年
だ
け
で
複
数
の

病
院
が
閉
院
・
診
療
停
止
に
追
い
込

ま
れ
て
い
る
実
態
も
紹
介
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
医
療
現
場

で
は
、
労
働
者
の
賃

下
げ
が
余
儀
な
く
さ

れ
て
退
職
者
が
続
出

す
る
事
態
に
な
っ
て
い

ま
す
。
医
療
危
機
は
、

す
べ
て
の
都
民
の
命
に

直
結
す
る
大
問
題
で

す
。
藤
田
り
ょ
う
こ

都
議
（
大
田
区
）
は
、
４
年
間
で
14
回

に
わ
た
る
東
京
民
医
連
の
対
都
要
請
に

同
席
。
党
都
議
団
と
し
て
コ
ロ
ナ
禍
の

時
期
か
ら
く
り
か
え
し
、
都
が
独
自

に
医
療
機
関
へ
財
政
支
援
す
る
こ
と
を

働
き
か
け
て
き
ま
し
た
。

　

前
出
の
都
医
師
会
の
記
者
会
見

直
後
の
都
議
会
代
表
質
問
（
同
25
日
）

で
、と
や
英
津
子
都
議
（
練
馬
区
）
が
、

こ
の
問
題
を
取
り
上
げ
ま
し
た
。
赤
字

病
院
が
増
加
し
て
い
る
と
い
う
東
京
都

病
院
協
会
の
調
査
結
果
を
提
示
。

都
医
師
会
が
入
院
基
本
料
の
創
設
を

強
く
求
め
て
い
る
こ
と
を
紹
介
し
、

「
た
だ
ち
に
具
体
化
す
べ
き
で
す
」
と

迫
り
ま
し
た
。
都
は
「
必
要
に
応
じ

た
財
政
支
援
を
し
て
い
る
」
と
述
べ
る

だ
け
で
正
面
か
ら
答
え
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

さ
ら
に
日
本
共
産
党
は
、24
年
12
月

に
「
予
算
編
成
に
対
す
る
提
案
要
求
」

（
25
年
度
）
で
、
都
に「
東
京
都
独
自
の

入
院
基
本
料
を
創
設
」
を
求
め
ま
す
。

　

そ
し
て
小
池
都
政
は
、25
年
度
予
算

で
、
同
医
師
会
が
求
め
て
い
た
「
入
院

基
本
料
」（
１
６
６
億
円
）を
含
む
財
政

支
援
・
総
額
３
２
１
億
円
を
計
上
し
ま

し
た
。

　

こ
の
財
政
支
援
策
に
つい
て
、東
京
都

病
院
協
会
の
猪
口
正
孝
会
長
は
会
報

誌
で
、入
院
患
者
１
人
あ
た
り
１
日

５
８
０
円
支
払
わ
れ
る
こ
と
に
ふ
れ
て

「
非
常
に
あ
り
が
た
い
」「
も
の
す
ご
く

大
き
な
一
歩
」
と
高
く
評
価
し
て
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
現
状
は
「
入
院
基
本
料
」

を
含
む
総
額
３
２
１
億
円
の

都
の
支
援
は
、
１
〜
３
年
の

臨
時
措
置
で
す
（
入
院
基
本

料
は
１
年
の
み
）。
共
産
党
の

里
吉
ゆ
み
都
議
（
世
田
谷
区
）

は
25
年
３
月
19
日
の
都
議
会

厚
生
委
員
会
で
、「
入
院
基

本
料
」
を
26
年
度
以
降
も
継

続
・
充
実
す
る
こ
と
を
検
討

す
る
よ
う
に
求
め
て
い
ま
す
。

　

介
護
事
業
は
、
東
京
都
で
も
深
刻

な
人
手
不
足
や
ヘ
ル
パ
ー
の
高
齢
化
、

事
業
所
の
閉
鎖
な
ど
で
危
機
が
広
が
っ

て
い
ま
す
。
そ
の
う
え
、
２
０
２
４
年

４
月
に
国
が
訪
問
介
護
の
基
本
報
酬
を

引
き
下
げ
た
結
果
、
崩
壊
寸
前
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
が
今
年
３
月
31
日
に

公
表
し
た
調
査
結
果
で
は
、
訪
問
介

護
事
業
所
の
６
割
近
く
が
報
酬
引
き
下

げ
前
よ
り
減
収
に
な
っ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
間
、
日

本
共
産
党
都
議
団
は
、
都
内
各
自
治

体
議
員
と
一
緒
に
同
事
業
所
へ
の
聞

き
取
り
や
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
。
都
議

会
で
は
実
態
を
示
し
、
都
独
自
に
支

援
す
る
よ
う
求
め
て
き
ま
し
た
。

　

北
区
で
は
、
訪
問
介
護
報
酬
が

引
き
下
げ
ら
れ
た
24
年
４
月
に
、
党

区
議
団
が
中
小
49
事
業
所
を
訪
ね
て

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

23
事
業
所
が
対
応
し
、
そ
の
う
ち

約
８
割
の
事
業
所
が
「
と
て
も
苦
し
い
」

「
苦
し
い
」
と
回
答
。
す
で
に
事
業
所

を
廃
止
し
た
の
が
２
カ
所
、
さ
ら
に

「
事
業
廃
止
を
検
討
し
て
い
る
」
と
の

答
え
が
２
カ
所
あ
り
、
厳
し
い
経
営

実
態
が
浮
き
彫
り
に
な
り
ま
し
た
。

　

今
年
２
月
に
は
、曽
根
は
じ
め
都
議

と
、
せ
い
の
恵
子
都
議
候
補
（
北
区
・

医
療
・
介
護
・
福
祉
の
充
実
を
求
め
る
ナ
ー
ス
ウ
エ
ー
ブ
宣
伝
に

参
加
す
る
福
手
ゆ
う
子
都
議
（
左
）
と
藤
田
り
ょ
う
こ
都
議
（
右
）

＝
５
月
15
日
、
新
宿
駅
前
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一般病院

全体（一般、療養型、精神科など）
赤字病院の割合の推移



前
区
議
）
が
、
あ
ら
た
め
て
区
内

事
業
所
を
訪
問
。
す
る
と
、前
回
「
来

年
ま
で
の
継
続
は
困
難
」
と
話
し
た

事
業
所
が
、
事
業
閉
鎖
を
決
め
て
事

務
所
を
片
付
け
て
い
る
最
中
で
し
た
。

　
「
想
像
以
上
に
大
変
な
状
況
で
し

た
」
と
曽
根
都
議
は
振
り
返
り
ま
す
。

「
事
務
量
が
増
え
て
人
を
雇
い
た
い

け
ど
そ
の
支
援
は
な
く
、
逆
に
報
酬
は

切
り
下
げ
ら
れ
る
な
ら
事
業
所
は
や
っ

て
い
け
な
い
」
と
、
責
任
者
は
怒
り
を

込
め
て
語
っ
た
と
い
い
ま
す
。
他
に
は

「
こ
の
10
カ
月
で
減
収
１
０
０
万
円
」

と
い
う
声
も
あ
り
ま
し
た
。

　

こ
の
実
態
を
、
曽
根
都
議
は
小
池

百
合
子
都
知
事
に
ぶ
つ
け
ま
す
（
３
月

13
日
の
予
算
特
別
委
員
会
）。

　
「
訪
問
介
護
を
必
要
と
す
る
人
が

増
え
る
な
か
で
、
こ
ん
な
事
態
を
放
置

す
れ
ば
家
族
介
護
の
負
担
は
増
大
す

る
し
、
介
護
離
職
も
な
く
な
ら
な
い
」

「
今
こ
そ
都
と
し
て
、
訪
問
介
護
事
業

所
の
経
営
を
抜
本
的
に
支
え
る
た
め
の

支
援
が
、
さ
ら
に
必
要
で
は
な
い
か
」

　

し
か
し
、
小
池
都
知
事
は
答
弁
に

立
た
ず
。
担
当
局
長
が
「
国
が
定
め

る
介
護
報
酬
等
に
よ
り
運
営
さ
れ
る
こ

と
が
基
本
」「
国
に
対
し
、
繰
り
返
し

要
求
し
て
お
り
ま
す
」
と
同
じ
答
弁

を
続
け
る
だ
け
で
し
た
。

　

世
田
谷
区
で
は
昨
年
、
住
民
と

共
産
党
が
一
緒
に
運
動
を
進
め
、
訪
問

介
護
事
業
所
１
カ
所
あ
た
り
88
万
円

の
支
援
を
実
現
し
て
い
ま
す
。
清
水

と
し
子
都
議（
日
野
市
）は
昨
年
12
月
、

都
議
会
本
会
議
質
問
で
、
こ
の
例
を

示
し
「
都
と
し
て
も
（
介
護
）
事
業

所
へ
の
直
接
的
な
支
援
を
行
う
べ
き
で

は
な
い
か
」
と
迫
り
ま
し
た
。

　

共
産
党
都
議
団
は
介
護
職
員
の

賃
上
げ
支
援
に
つ
い
て
、
く
り
返
し

議
会
で
提
案
し
、
都
民
の
運
動
と

力
を
あ
わ
せ
て
実
現
し
ま
し
た
（
24
年

度
か
ら
実
施
）。曽
根
都
議
は
、今
回
の

都
議
選
で
自
身
の
議
席
を
引
き
継
ご
う

と
立
候
補
し
た
、
せ
い
の
恵
子
候
補
が

介
護
現
場
で
働
い
た
経
験
が
あ
る
こ
と

に
ふ
れ
て
、「
介
護
の
現
状
を
改
善
す

る
た
め
に
最
適
の
人
」と
力
説
し
ま
す
。

「
小
池
都
政
は
介
護
な
ど
困
難
を
抱
え

る
高
齢
者
へ
の
政
策
が
特
に
弱
い
。
そ

こ
を
変
え
て
ほ
し
い
で
す
ね
」

訪
問
介
護
事
業
者
か
ら
話
を
聞
く
清
水
と
し
子

都
議
（
中
央
奥
）＝
２
０
２
４
年
11
月
、
東
京
都

日
野
市

（「
し
ん
ぶ
ん
赤
旗
」
2
0
2
5
年
６
月
２
日
付
け
よ
り
）
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　物価高にも関わらず、国が診療報酬・介護報酬
を抑える中、医療と介護が危機に瀕しています。
東京都病院協会の調査では、一般病院の過半数
が赤字に陥っています。医療機関の閉鎖・休止が
相次ぎ、医療従事者の賃下げが余儀なくされ、退
職者が続出しています。
　介護でも人手不足と事業所の休廃止による提
供基盤の危機が進行しています。賃金は物価に
追いつかず、基本報酬が引き下げられた訪問介
護では事業所の閉鎖が相次ぎ、必要なヘルパー

が見つからない「介護難民」が広がっています。
　医療と介護の危機は、都民の命と健康、高齢者
の尊厳ある暮らし、現役世代の介護離職に直結
する大問題となっています。
　緊急に国費を投入して、医療と介護の崩壊を
止め、働く人の待遇を改善することを求めす。同
時に、国の福祉切り捨て政策から、国民を守る防
波堤になるのが、「住民福祉の機関」としての東
京都の役割です。

　日本共産党東京都委員会の「２０２５都議選公約」より、医療・介護の部分をご紹介します。

党都議団は医療機関への支援を求め続け、今年度予算で民間病院への３２１億円支援が計上されまし
た。都が始めた民間病院等への臨時支援を、恒久的な制度にし、拡充します。

世田谷区では、訪問介護事業所１カ所あたり８８万円等の支援に踏み出しています。都として、介護、障害
福祉事業所への緊急支援をおこないます。

他の保険と比べて高すぎる国民健康保険料（税）と後期高齢者医療保険料を１人３万円引き下げます。国
民健康保険料（税）の１８歳未満の均等割をゼロ円にします。

〔２〕国の福祉切り捨て政策から都民を守る防波堤となる都政をつくります

日本共産党「２０２５都議選公約」より 「2025都議選公約」全文は
コチラからご覧になれます


